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〈論　文〉

農産物・食品の山地ラベル認証制度の国際的展開と課題
―国連食糧農業機関と欧州連合の取り組みを事例として―

International Development of Mountain Labeling  
Systems for Agri-Food Products and Their Challenges: 

Cases of FAO and EU

関根　佳恵1)
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Abstract:
　 International communities are urged to improve the sustainability of agriculture, 

forestry, and fisheries in mountainous areas to maintain the ecosystems and natural 
resources as well as the livelihoods of people living in these areas. In recent years, 
the mountain labeling certification systems, employed by the Food and Agriculture 
Organization of the United Nations (FAO) and the European Union (EU), have been 
considered promising tools to meet these challenges. These systems are used to 
differentiate agri-food products in mountainous areas in the market, which increase 
value, thus supporting people from these communities in raising their income, and in 
maintaining or developing agriculture, forestry, and fisheries. This study elucidates 
the development and challenges of the mountain labeling certification systems 
employed by FAO, the EU, and its member country Italy and obtain suggestions 
for Japan, where hilly and mountainous areas account for most of the national 
territory. The findings reveal that while the certification systems are beneficial for 
mountainous people to sustain or develop their production and pass their operations 
to the next generation, stakeholders need to appropriately support smallholders and 
retain its transparency and accountability.
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要旨　　山地で暮らす人びとが，生態系や天然資源を保全しつつ生計を営み続けられ
るように，農林漁業の持続可能性を高めることが，国際社会の課題となっている。
この課題に応えるために注目されているのが，山地ラベル認証制度である。国
連食糧農業機関（FAO）と欧州連合（EU）は，それぞれ山地ラベル認証制度を
導入し，山地で生産された農産物・食品を市場で差別化し，付加価値を高める
ことで，山地で暮らす人びとの所得の向上や農林漁業の維持・発展を目指して
いる。本稿は，FAOと EU，および加盟国のイタリアにおける山地ラベル認証
制度の展開と課題を明らかにし，中山間地域が国土の大部分を占める日本への
示唆を得ることを課題とする。結論として，山地ラベル認証制度が山地産品の
生産の維持・拡大や経営継承に有益であることを示し，日本における同制度の
導入においては，小規模生産者への支援や制度の透明性に配慮すべきであるこ
とを指摘する。

キーワード　山地ラベル認証制度，農産物・食品，国連食糧農業機関，欧州連合，イ
タリア

１．はじめに

2021年12月に開催された第76回国連総会は，2022年を「持続可能な山と人の営みの国際年」

（International Year of Sustainable Mountain Development）とする決議案を採択した（FAO 

2022a）。キルギス共和国が，ほかの94ヵ国とともに，この国際年の設置を国連総会に提案した。

その設置目的は，持続可能な山地の発展，および山地の生態系の保全と持続可能な利用の重要

性について，国際社会の関心を高めることである。国連は，2002年の「国際山岳年」から20年

の節目に合わせて，世界の山地・山岳地帯での人の営みを見直して，持続可能なものにするた

めの制度等について議論したいとしている。

この国際年の設置に象徴されるように，近年，山地における農業，牧畜，林業，鉱業，およ

び観光等の人間の経済活動や開発のあり方が，山地の生態系や天然資源の保全において問題視

されるケースが増加している。過度な開発だけではなく，過疎化や経済活動の停滞・撤退によ

る生態系サービスの低下や景観の喪失，山地で暮らす人びとの貧困等も社会問題化している。

こうした課題への新たなアプローチとして近年注目されているのが，山地で生産された農産

物・食品を認証する山地ラベル認証制度である。国連食糧農業機関（FAO）や欧州連合（EU）

が2010年代に相次いで制度化しており，中山間地域が国土の７割を占める日本にとっても有益

な制度である可能性がある。そのため本稿では，FAOと EUにおける山地ラベル認証制度の展

開と課題を明らかにし，日本への示唆を得ることを課題とする。

この課題に接近するために，筆者は2018年８月に FAOローマ本部の山地ラベル認証制度の担
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当者に，同年11月には山地ラベル認証制度を採用する産地の事例として，イタリア北東部のエ

ミリア・ロマーニャ州とロンバルディア州で生産されるパルミジャーノ・レッジャーノ・チー

ズの複数の生産者団体等に対してインタビュー調査を実施した。

以下では，第２節で世界の山地をめぐる状況と課題，および既存の山地保護制度の概要を整

理し，先行研究における本稿の位置づけを示す。第３節で FAOと EUの山地ラベル認証制度が

導入された経緯と制度の内容を明らかにする。第４節では，イタリアのパルミジャーノ・レッ

ジャーノ・チーズを事例として取り上げ，山地産品ラベル認証制度と地理的表示制度，および

スローフード協会のプレシディオ認証制度を比較しながら，産地の戦略と活用の成果に迫る。最

後に，先行する二つの制度の意義と課題を整理し，今後の日本への示唆をまとめる。

２．世界の山地をめぐる状況と保護制度

２．１．世界の山地をめぐる状況と課題

国連によると，地球の陸地の22％が山地であり，そこでは全人口の13％が暮らしている（FAO 

2016）。山地には人類が利用する淡水の60～80％の供給源があり，陸地の生物多様性の25％，自

然保護区の60％，世界遺産の30％が存在する。山地を覆う森林には温室効果ガスを吸収し，清

浄な空気を供給する機能がある。しかし，近年は世界各地の山地で様々な問題が起きている。例

えば，気候変動による環境の悪化，森林の過剰な伐採，大規模な火災，行き過ぎた観光，適切

な管理がなされていない鉱山，持続可能ではない農業・牧畜の営み，および過疎化による管理

不足等である。こうした問題を放置すると，洪水や土砂崩れ等の大規模な災害につながり，川

の下流域の都市部に暮らす人びとの暮らしにも大きな影響をおよぼす危険性がある。

また，山地では，独自の言語や文化，宗教をもつ少数民族も数多く暮らしている（FAO 2016）。

山地に住む人は，国土や自然環境の保全，伝統文化や景観の維持，食料生産，地方の雇用創出2)

等で，重要な公共的役割を果たしているが，各国・地域の政策では，その役割に見合う十分な

支援ができていないことが少なくない。世界的にみると，山地で暮らす人びとのなかには所得

が低く，食料不足に直面している人もいる。南の国，いわゆる発展途上国では，山地に暮らす

人の３人に１人が食料不足に陥っている。山地の農業生産者は，１ha未満から10haほどの経

営規模の小規模・家族農業を営むことが多く，その労働力の多くを家族労働力に依存している

（FAO 2014）。

２．２．既存の山地保護制度

山地の自然資源や生態系を保全するためは，そこに暮らす人びとが営む農業や牧畜，林業，観

光業等を持続可能なかたちで営むことが重要である。そのため，社会全体で山地の暮らしや環

2) ここで言う雇用とは所得獲得機会を意味し，狭義の賃労働をともなう雇用のみを意味しない。この広義の
雇用には，自営業としての農林漁業も含まれる。EU農政における雇用とは，この広義の雇用を指す。
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境について考え，行動する必要がある。山地で暮らす人びとが，生態系を維持しつつ生計も営

めるようにするために，国連はさまざまな啓発活動をしたり，EUや日本等では政府による所

得保障制度を導入したりしている。

例えば，日本は EUの制度に倣って，農林水産省が山地や離島等の条件不利地域で農業を営

む経営やその組織に対して中山間地域等直接支払制度を設けて，農業経営の所得安定化を図っ

ている（農林水産省 2016）。さらに，環境保全型の生態系に配慮した農法を実施する経営やそ

の組織に対する環境保全型農業直接支払制度，および農業の多面的機能維持に対する多面的機

能直接支払制度も設けている。これら三つの直接支払制度は総称して日本型直接支払制度と呼

ばれ，「農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため，地域の共同活動，中山間地域等にお

ける農業生産活動，自然環境の保全に資する農業生産活動を支援」することを目的として，「農

業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」（2015年４月１日施行）に基づいて実施され

ている。

EUの加盟国等では，山地の貴重な生態系や景観を維持するために国立自然公園，地方公園，

および自然保護区等に指定して保護しつつ，一定の条件の下で住民の居住や農業・牧畜等の経

済活動を認めることで，持続可能な山と人の営みを両立する道を模索している（第１表）。国連

教育科学文化機関（ユネスコ）によって世界自然遺産3)や世界ジオパーク4)に認定されている山

地もあり，環境保全と観光業による住民所得の向上の両立が目指されている（UNESCO 2022b）。

また，FAOは，世界農業遺産（GIAHS）5)の登録制度によって，山地を含む地域で営まれる小規

模で伝統的な農業や牧畜，漁業等を保護している（FAO 2022b）。確かに，一部の山地では持続

可能な山と人の営みを保護するためにこれらの認証制度を活用できるが，これらの認証制度は，

特定の地理的エリアやそこで営まれる農業等の産業を登録するものであり，認証地域で生産さ

れた産品自体を認証したり，認証ラベルを付して市場で差別化したりすることはできない

（Fernandez et al. 2020, Parasecoli 2017, Sekine 2021, 2022）。

他方で特定の地域で生産された農産物・食品の名称と生産・製造方法を保護する地理的表示

（GI）制度が TRIPS協定の下で認められており，EU諸国や日本を含む世界各国が導入している

（Bonanno et al. 2019）。また，イタリア発祥の NGO国際スローフード協会も小規模生産者が伝

統的な生産方法で栽培・飼育・加工する農産物・食品を「味の箱舟」や「プレシディオ認証」

に登録している（Fernandez et al. 2020, Parasecoli 2017, Sekine 2021, 関根 2021，関根2020）。 

地理的表示制度やプレシディオ認証に登録されている山地で生産された農産物・食品は多数存

3) ユネスコの世界遺産登録制度は，世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約に基づいて1960年に始
まり，2022年現在，167ヵ国・地域の1154件が登録されている（UNESCO 2022a）。世界遺産には，自然遺産，
文化遺産，および複合遺産がある。

4) ユネスコの世界ジオパークの認証制度は2001年に始まり，2022年現在，46ヵ国の177の地域が登録されてい
る（UNESCO 2022b）。このうち，日本では９地域（洞爺湖有珠山，糸魚川，島原半島，山陰海岸，室戸，隠岐，
阿蘇，アポイ岳，伊豆半島）が登録されている（文部科学省 2021）。

5) FAOの世界農業遺産の登録制度は，2002年に始まり，2022年現在，23ヵ国の72地域を登録している（FAO 
2022b）。
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在するが，山地の産品やその生産者を限定して保護する制度ではなく，すべての山地の産品が

地理的表示制度によって保護されているわけではない。

第１表　山地における経済活動に関わる既存の制度

制度 認証の主体 認証・支援の対象
国立自然公園・地方公園
自然保護区等 中央政府・地方政府 特定の地域（山地を含む場合あり）

世界遺産（自然遺産・複合遺産）・
世界ジオパーク 国連教育科学文化機関（ユネスコ） 特定の地域（山地を含む場合あり）

世界農業遺産（GIAHS） 国連食糧農業機関（FAO） 特定の地域の農林漁業の営み（山地を
含む場合あり）

条件不利地域等直接支払 中央政府・地方政府 山地を含む条件不利地域の農業経営

地理的表示（GI） 中央政府・地方政府 特定の農産物・食品・酒類（山地産品
を含む場合あり）

味の箱舟
プレシディオ認証 国際スローフード協会 特定の農産物・食品・酒類（山地産品

を含む場合あり）
資料： FAO （2022b），Fernandez et al. （2020），農林水産省（2016），Parasecoli （2017），UNESCO （2022a, 2022b）

より筆者作成。

３．農産物・食品の山地ラベル認証制度の展開

そこで，近年注目されているのが，山地で生産された農産物・食品に山地ラベルと呼ばれる

認証ラベルを付して，消費者が識別できるようにする支援制度である。どの商品が山地で生産

された産品なのかを消費者が見分けられるようにすることで，消費者が購買行動を通じて山地

に住む人たちの生計や暮らしを応援できると期待されている。

山地で生産される農産物・食品の生産費は，平地のそれよりも４割ほど高いため，販売価格

が高くなりがちだが，山地ラベルがないと消費者はその農産物・食品がなぜ割高なのかが分か

らず，より安価な産品を求める傾向がある（Euromontana 2022a）。あるいは，山地の生産者に

十分な価格交渉力が備わっていない場合は，生産費をカバーすることができず，後継者不足や

高齢化に直面する可能性がある。山地ラベルをつけることによって，なぜ割高なのかを消費者

が理解し，応援消費につなげることで，生産費をカバーできるようにするねらいがある。

３．１．国連食糧農業機関による山地パートナーシップ産品認証制度6)

FAOに設置されている組織「山地パートナーシップ」（Mountain Partnership）は，1992年に

ブラジルのリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議（地球サミット）で採択されたア

ジェンダ21（環境分野における国際的取組の行動計画）を実施するために，2002年の持続可能

な開発サミット（World Summit on Sustainable Development: WSSD）の具体的成果として設立

6) 本項の記述は，特に断らない限り2018年８月に実施した山地パートナーシップに対するインタビュー調査
による。
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された（Mountain Partnership 2022a）。山地パートナーシップは，山地の生態系システムの持

続可能性，山地住民のコミュニティの社会経済的福利・生計の向上，および政策決定過程に参

加するための支援等を行う政府，国連機関，市民社会団体等によって構成される任意加盟の統

括組織である（Mountain Partnership 2022b）。山地パートナーシップが採用する山地の定義は，

第２表の通りである。2021年末現在，世界各地の442の政府および団体から構成され，イタリア，

スイス，アンドラ公国，および FAOがドナーとして活動に必要な予算を提供している（FAO 

2022a）。

第２表　国連食糧農業機関（FAO）の山地パートナーシップが採用する山地の定義

山地分類 標高 傾斜 /局所起伏幅
クラス１ 4500m超 ―
クラス２ 3500~4500m ―
クラス３ 2500~3500m ―
クラス４ 1500~2500m 傾斜≧２度

クラス５ 1000~1500m 傾斜≧５度 または
局所起伏幅（LER）＞300m

クラス６ 300~1000m 局所起伏幅（LER）＞300m
資料：Mountain Partnership（2022c）より筆者作成。原資料：Kapos et al. （2000）.

山地パートナーシップは，2016年からイタリアの国際スローフード協会と共同で，南の国の

山地の小規模な農業生産者や加工業者が生産した品質の高い農産物・食品，および工芸品を「山

地パートナーシップ産品」（Mountain Partnership Products）として認証し，ラベルを付してい

る（第３表）。この山地ラベル認証制度を通じて，山地パートナーシップは，山地で暮らす人び

ととその経済活動，および生態系システムのレジリエンスを強化することを目指している

（Mountain Partnership 2022d）。認証される商品には，山地の農的生物多様性，伝統的な品種，

農法，製造方法，文化と結びついていること，一次生産者の公正な所得につながること，生産

者と消費者の間の透明性と信頼に基づいていること，地域市場または国内市場における地産地

消を推進することが求められる。山地パートナーシップは，南の国の小規模生産者に対して起

業，マーケティング技術，生計の向上のための技術的および資金的支援を実施している。
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第３表　国連食糧農業機関（FAO）の山地パートナーシップ産品の認証制度

区分 内容
認証団体 FAO山地パートナーシップ /国際スローフード協会（二者認証，PGS）
開始年 2016年
認証の対象 農産物，加工食品，工芸品
認証産品数（品目） 20産品（ハチミツ，米，豆，ドライフルーツ，コーヒー，茶，ハーブティ，ジャム，

絹，毛糸，フェルト等）
認証産品の生産国 ８ヵ国（ボリビア，インド，キルギス，モンゴル，ネパール，パナマ，ペルー，フィ

リピン）*

認証取得の生産団体数 13団体
生産者数（うち女性） 約10,000人（約6,000人）
団体ラベル（左）と
認証ラベル（右）

資料：Mountain Partnership （2022c）より筆者作成。
注 *：近々，新たにグアテマラ，レソト王国，パプアニューギニア，ルワンダが加わる予定である。

2022年現在までに，ペルーやネパール等８ヵ国の13団体，約１万人の生産者が生産する20産

品が，山地パートナーシップ産品として登録された（第３表）。山地では若い男性が現金収入を

得るために低地で出稼ぎをすることが多いため，生産者の約６割が女性であり，山地の女性の

所得および地位の向上に貢献している。山地パートナーシップ産品のラベル認証制度の導入に

よって，登録産品の価格は平均25％上昇し，生産量は40％増加し，売上は49％増加した

（Mountain Partnership 2022d）。

山地パートナーシップ産品の認証制度は，第三者認証制度ではなく二者認証制度に該当する。

二者認証制度とは，第三者認証機関を介在せず，基準を策定する主体が申請団体やその産品等

を認証する制度である（Loconto 2017）。すなわち，山地パートナーシップと国際スローフード

協会が共同で認証基準を作成し，生産者およびその団体が山地パートナーシップに産品の生産

情報を記述した申請書類を提出して，山地パートナーシップの審査を受け，基準を満たした場

合に認証を受けて産品にラベルを付すことが認められる。そこには Ecocertのような第三者認

証機関は介在しないため，小規模な生産者にとって大きな負担となる高額な認証費用や膨大な

書類作成に必要な時間や労力も発生しない。山地パートナーシップは，山地パートナーシップ

産品ラベルを国際スローフード協会が採用している「ナラティヴ・ラベル」（物語ラベル）の一

種と位置づけており，消費者が店頭で産品の産地や来歴，栽培・加工・保存方法，栄養価，地

域の伝統文化における役割等に関する情報に基づいて購買行動をとれるようにすることを目指

している（Mountain Partnership 2022d）。

さらに，山地パートナーシップは2019年４月に国際有機農業運動連盟（IFOAM）と連携して，
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世界で初めて山地の有機農産物・食品に参加型認証制度（Participatory Guarantee Systems: 

PGS）を導入する「世界山地 PGSネットワークに関するラニケト宣言」を行った（Mountain 

Partnership 2022d）。PGSは，第三者認証に代わる有機農産物・食品の認証制度であり，近年，

有機農産物・食品の表示の根拠として公的に認める国・地域が増加している。IFOAMは PGS

の国際基準を策定しているが，PGSによって認証された産品を有機食品として表示できるの

は，それが認められている国・地域内の市場に限られる。PGSは，第三者認証に必要な認証費

用や書類作成の時間および労力を必要とせず，生産者および消費者，その団体がお互いに協力

して生産方法や品質を確かめ合うことで信頼性を確保している。そのため，小規模な家族経営

の農家や中小零細規模の食品加工業者の間で，第三者認証ではなく PGSに取り組むケースが増

えている。山地パートナーシップは，IFOAMによる PGSの手法を導入し，山地で小規模な家

族経営の生産者が生産した有機農産物・食品の国内市場における流通を促進し，山地で生計を

営む人びとが公正価格を受け取れる環境を整備することを目指している。

３．２．欧州連合による山地産品認証制度

山地ラベル認証制度は，北の国，いわゆる先進国でも導入されている。フランスを拠点とし

ている国際非営利組織ユーロモンタナ（Euromontana）は，EU7)における山地ラベル認証制度

の導入を提案した団体である（Euromontana 2022b）。ユーロモンタナの起源は，1954年から

FAOが隔年開催している山地農業に関する国際会議にある（Euromontana 2022c）。1974年に欧

州農業連合（Confederation of European Agriculture: CEA）が，アルプス山脈やピレネー山脈を

国土に持つ国々の農業団体の代表者とともに，山間地域の社会経済問題を取り扱う常設ワーキ

ンググループ「ユーロモンタナ」を設立し，その後の同会議の定期開催を支えた。ユーロモン

タナは，1994年には加盟組織が中東欧諸国の農業団体，農村開発団体，および環境保護団体に

拡大し，1995年にポーランドで開催された会議において，法人化が決定された。

同年３月４日にローマで，欧州14ヵ国・地域（アルバニア，ブルガリア，スコットランド，ス

ペイン・バスク自治州，フランス，ギリシャ，イタリア，マケドニア，ポーランド，ルーマニ

ア，スロヴァキア，スロヴェニア，スイス，チェコ共和国）の代表によって，ユーロモンタナ

を法人格を持つ協会として設立することが宣言された（Euromontana 2022c）。翌1996年に，宗

教・政治的に中立で非営利の研究を目的とする組織として正式に発足し，それ以降，欧州の山

地で暮らす人びとの生活向上と山地の持続可能な発展を目的として啓発活動やイベント開催，

調査研究，研修，国際協力等を行っている。2022年現在，欧州20カ国（上記14ヵ国のほかに，ア

ンドラ公国，オーストリア，クロアチア，ノルウェー，ポルトガル，英国）の75団体が加盟し

ている。

ユーロモンタナは，山地で生産された高品質な食品の保護と販売促進によって，持続可能な

7) EU27ヵ国の国土のうち28.7％が山地であり，全人口の16.9％が暮らしている（Euromontana 2022a）。
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山間地域の発展を図るために，2000年から欧州議会等に山地産品の認証制度の導入を働きかけ

てきた（Euromontana 2022b）その結果，欧州議会は2012年に新たな法律（EU規則1151/2012）

（2012年12月施行）を整備して，山地で生産された農産物，およびそれを原料として山地で加工

された食品に対してのみ「山地産品」という名称の使用を認めることとした。さらに，「山地産

品」を名乗る産品の品質に関わる任意の条件を定めた委任法令（Delegation act）665/2014が，

2014年７月に欧州議会で追加承認された。これにより，EU加盟国は任意で「山地産品」を公

的に認証できるようになったのである。

EUの山地ラベル認証制度もまた，山地で生産された農産物，およびそれを原料として山地

で加工された食品に対して加盟各国が定める山地ラベルを付すことで，消費者が積極的に選ん

で購入することを後押ししている。2022年現在，EU加盟国では，オーストリアやフランス，ド

イツ，イタリア等の９ヵ国が，乳製品，食肉・食肉加工品，果物，オリーブオイル，菓子，ミ

ネラルウォーター，薬草等を公的に山地産品として認証している（第４表）。山地産品の認証基

準は EUの根拠法によって定められており，第三者認証機関が品質や生産地域，製造方法等の

監査を行った産品を，加盟国政府や政府が定める公的機関が認証する。したがって，認証制度

の設計としては，EUの山地産品の認証制度は，EUのオーガニック認証や地理的表示保護制度

と同様の制度である。

第４表　欧州連合の山地産品認証制度

区分 内容
認証団体 欧州加盟各国の政府および公的機関

（第三者認証機関による監査を必要とする）
開始年 2012年
認証の対象 農産物，加工食品，水，薬草等
認証産品の種類 チーズ，食肉・食肉加工品，果物，オリーブオイル，菓子，

ミネラルウォーター，薬草等
認証産品の生産国 ９ヵ国（オーストリア，フランス，ドイツ，イタリア等）
根拠法 EU規則1151/2012

EU委任法令665/2014
フランスの山地産品ラベル（左）と
イタリアの山地産品ラベル（右）

資料：Euromontana （2022a）より筆者作成。

山地特有の環境や自然資源，伝統的な技術で生産された山地産品は，味や香り，色や歯ざわ

り等で特徴的な品質があると考えられている（Euromontana 2022b）。ただし，近年は，農産物・
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食品の品質は，味や香り等の五感で知覚できるものだけではなく，環境保全や山地で暮らす人

びとの生活の持続可能性といった五感で知覚できないものも含むと考えられている（関根 

2021）。欧州市場における EuroMARCプロジェクトの調査結果によると，EUでは86％の消費

者が山地ラベルのついた商品に対して好意的な印象を持っている（Euromontana 2022a）。消費

者は，山地産品に対して，清浄さ，伝統，環境に優しい，地域経済と文化，景観保全につなが

るというイメージを抱いている。この「新しい品質」を理解して商品を選ぶ消費者を社会全体

で育てることが，山地の持続可能性にとって鍵となる。

４．�イタリアのパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ産地における山地産品 
ラベル認証の活用事例8)

イタリアは，EUの山地産品ラベル認証を導入している国であり，イタリアの産地のなかに

は同認証制度を活用している生産者団体がある。本節では，イタリアで「チーズの王様」と呼

ばれるパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ9)の産地を事例として，EUの山地産品ラベル認

証の活用実態とその効果を明らかにする。

４．１．パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズと産地の概況

パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズは，世界的に有名なイタリアの歴史あるチーズであ

り，イタリア北東部のエミリア・ロマーニャ州とロンバルディア州の一部で生産されている。イ

タリアとフランスの地理的表示制度は，1992年に制度化された EUの地理的表示制度の基礎と

なったが，特にパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズは，地理的表示（PDO）で保護されて

いるイタリアの産品の代表格として，国内外の美食家に親しまれている。

2018年現在，パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズを製造するチーズ工房・製造所は約320

か所あり，約3000戸の酪農家がパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ用の生乳を生産してい

る。パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズは，パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会

（Consorzio del Fromaggio Parmigiano Reggiano）が定める地域で特定の生産基準に基づいて生

乳生産とチーズの製造・熟成が行われているが，広大な産地には平地だけでなくアペニン山脈

に属する山地が含まれる。山地に立地するチーズ工房・製造所は約110か所，酪農家は1200戸以

上と全体の３分の１以上を占めている（Consorzio del Fromaggio Parmigiano Reggiano 2022）。

原乳の生産に使われる牛の品種は，オランダから1950年代に導入されたホルスタイン種（英名：

8) 本節の記述は，特に断らない限り，2018年11月のパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズの３つの生産者
団体（ホワイト・モデネーゼ種協会，レッド種協会，パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会），３戸
の酪農家，および２つのチーズ加工業者に対するインタビュー調査にもとづく。

9)   パルメザンチーズはイタリア語のフロマッジオ・パルミジャーノ・レッジャーノの英訳であるが，米国の
クラフト社等が製造するパルメザンチーズは，イタリアのパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズとは産
地も製法も異なる別物である。本稿では，パルメザンチーズと区別するために，EUの地理的表示制度で認
証されたものを指して「パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ」と表記する。
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Italian Friesian or Holstein，伊名：Frisona Italiana），地域の伝統的な在来種であるホワイト・モ

デネーゼ種（英名：White Modenese, 伊名：Vacca Bianca Modenese），レッド種（英名：Red 

Cows, 伊名：Vacche Rosse），ブルネット種（英名：Brunette, 伊名：Bruna）の４品種がいる。

ホワイト・モデネーゼ種の生乳から作られるパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズは，国際

スローフード協会のプレシディオ認証を取得しており，15戸の酪農家と２件のチーズ工房が製

造している。

４．２．多様なラベル認証制度と山地ラベル認証制度

1928年に設立されたパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会は，もともとイタリア政府

の地理的表示を取得していたが，EUの地理的表示が誕生すると1996年にこれを取得し，地理

的表示の統一ロゴの下で輸出を含む販売促進を行ってきた。そのため，パルミジャーノ・レッ

ジャーノ・チーズ協会の会員の一部が，在来品種のレッド種の牛の生乳を用いて製造したパル

ミジャーノ・レッジャーノ・チーズを差別化するために，国際スローフード協会の認証を取得

しようとした際に，パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会はこれに反対した。

しかし，消費者のニーズが多様化し，有機栽培による生物多様性の保護や食品安全，在来種

の保護，動物福祉等に関心を持つ層が確実に増えてきたことから，市場のセグメント化に対応

するために，パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会は方針を変更し，会員によるサブ認

証の取得を容認した（第５表）。これにより，ホワイト・モデネーゼ種協会は，2005年に国際ス

ローフード協会のプレシディオ認証を取得した。レッド種協会は，1990年代初頭に一度は認証

を取得したものの，経営上の優位性に乏しいと判断して2018年現在は認証を返上しており，レッ

ド種協会のロゴを使用し，市場での差別化を図っている。これにより，在来種の牛の生乳，お

よびそのパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズの価格は，導入種であるホルスタイン種のそ

れよりも高い水準で推移している（第５表）。その結果，ホルスタイン種よりも泌乳量が少ない

ホワイト・モデネーゼ種やレッド種の飼養頭数は，減少から増加に転じている。

2012年に EUの山地産品ラベル認証制度が誕生し，山地産品を差別化する機運が高まると，パ

ルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会は2014年から EUの基準に適合するパルミジャーノ・

レッジャーノ・チーズに山地産品ラベルを付して販売し始めている（第５表）。2000年から2010

年の間に，パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズの産地内の山地には約60か所のチーズ工房・

製造所が立地していたが，生産量は10年間で約10％減少していた（Alleva 2022）。そこで，パル

ミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会は，（１）山地で生産された生乳を100％使用すること，

（２）飼料の60％以上を山地で生産すること，（３）山地または山地の自治体の境界から30㎞以

内で製造され，12か月以上熟成すること，（４）熟成期間が20か月に達した段階で同協会の専門

家による品質検査（ハンマーで叩いて音を確認する）と選別を受けること，（５） 味覚検査官の

グループによる熟成度合の検査と化学成分分析を受けること，（６）チーズ工房・製造所の名称

を記載することを条件として，協会が独自に作成する「山地産品パルミジャーノ・レッジャー
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ノ・チーズ」のロゴまたはイタリア政府公認の山地産品ラベルを付して販売することを，山地

の会員に対して推奨している（Consorzio del Fromaggio Parmigiano Reggiano 2022, Parmigiano 

Terra Alte 2022）。

山地産品ラベル認証の導入によって差別化を図ることにより，2014年と比較して，2016年か

ら2021年には山地の生乳生産量は15％増加し，山地のパルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ

の生産量も12％増加した（Alleva 2022）。さらに，チーズ工房・製造所の経営継承が進み，経営

者の平均年齢は57歳から30-40歳代に若返った。パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズの産地

は，地理的表示（PDO），プレシディオ認証，品種ラベル，有機に加えて，新たに EUの山地産

品ラベルを導入することで市場のセグメント化と消費者ニーズの多様化に対応するとともに，

生産コストが高く生産条件が不利な山地における酪農経営とチーズ工房・製造所の維持と継承

につなげ，山地の自然環境保全や地域経済，コミュニティの活性化，および食文化の継承に成

功している。

第５表　パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会が活用する多様な認証制度

認証制度
（導入年）

認証ラベル
協会ロゴ 生乳価格（１L当たり）

チーズ価格
（１㎏当たり）
熟成期間24か月

地理的表示（PDO）
（1996年） 0.60 ユーロ 12.30 ユーロ

レッド種
（1990年） 0.90 ユーロ 17.00ユーロ

プレシディオ認証
（ホワイト・モデネーゼ種）

（2005年）
1.00 ユーロ 20.00ユーロ

山地産品
（2014年） － 17.20 ユーロ

資料：筆者による調査（2018年11月）および Parmigiano Terra Alte （2022）より筆者作成。
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５．おわりに

本稿では，山地ラベル認証制度として，FAOの山地パートナーシップ産品認証制度と EUの

山地産品認証制度の展開を整理し，後者の活用事例としてイタリアのパルミジャーノ・レッ

ジャーノ・チーズの取り組みと成果を，インタビュー調査をもとに明らかにした。いずれの制

度においても，条件不利地域である山地の農林漁業を維持し発展させることで，山地で暮らす

人びとの生計を支え，山地の環境や生物多様性を保全し，伝統的農法や食品製造方法，食文化

を継承し，地域経済・社会の活性化を目指している。また，山地で一定の条件の下で生産され

た農産物・食品をラベル認証することで市場での差別化を図り，山地の環境的・社会的・経済

的持続可能性に対して配慮する消費者による商品選択を促すことで，農産物・食品および原料

の販売価格の上昇，生産量の増加，生産者の増加や経営継承による世代交代が図られているこ

とが，調査結果から明らかになった。これは，地理的表示制度のように特定の地域固有の伝統

的な産品や特徴的な生産・製造方法が保護の対象になるだけではなく，山地という地理的条件

を備えた地域の農林漁業が共通して保護の対象となるべきだという共通認識を，FAOや EUが

確立したことを意味し，また消費者がその認識を共有して，自らの購買行動を変えていること

を示している。こうした点で，山地ラベル認証制度は既存の食農ラベリング制度とは異なる新

たな概念を制度化していると評価できる。

他方で，山地ラベル認証制度には課題もある。二者認証・参加型認証制度である FAOの山地

パートナーシップ産品認証制度は，第三者認証機関を介在する制度に比べて認証費用や書類作

成の負担が少なく，小規模な家族経営の生産者にとって取得しやすい利点がある。しかし，消

費者にとって信頼できる品質保証制度であり続けるためには，認証団体が制度の透明性を維持・

向上し，説明責任を果たし続ける必要がある。EUの山地産品ラベル認証制度は，第三者認証

であるため客観性が担保されているという利点があるが，有機認証や地理的表示制度と同様に

認証費用の高さや書類作成の負担が大きい。そのため，小規模な家族経営の生産者を排除しな

いように，政府や公的機関が適切な支援措置を講じる必要がある。Pagliacci et al. （2022）は，EU

の山地産品ラベル認証制度は基準の厳格さに欠けるところがあり，また認証過程が官僚主義的

であると指摘している。山地産品ラベルを付した農産物・食品が実際に消費者の信頼を得て，そ

の生産が維持・拡大するには，パルミジャーノ・レッジャーノ・チーズ協会のように，独自の

基準や品質検査を実施し，消費者に対して積極的に情報公開を行っていくことが重要であると

考えられる。

日本は，EUに倣って2015年に地理的表示制度を導入しているが，2022年現在，山地ラベル

認証は制度化していない。FAOおよび EUが導入している山地ラベル認証制度を，今後，日本

でも導入する可能性はあるだろうか。日本では国土の７割が中山間地域で，農地の４割，農家

の４割がそこに位置しているが，近年は高齢化や過疎化，鳥獣害，豪雨による土砂崩れ等の災

害に直面しており，耕作放棄地が目立つようになっている。日本の農業就業人口の高齢化率は
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2019年に70％を超えており，今後，急速に中山間地域における農業生産基盤の脆弱化が進むと

予測されている。中山間地域の農業は経営規模を拡大することが地理的に困難であり，平場と

比較して生産コストも高くなりがちであるが，そのコストを販売価格に転嫁することは容易で

はない。日本でも，山地ラベル認証制度を国レベルまたは自治体レベルで導入して，中山間地

域の農家や事業者を応援する機運を形成していくことが必要ではないだろうか。
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